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平成１９年１１月１日 

平成２１年３月１１日一部改正 

平成２８年４月２１日一部改正 

 

西九州大学における研究費不正防止計画 

 

本研究費不正防止計画は、不正を発生させる要因を把握し、具体的な不正防止に対応す

るため、西九州大学研究費不正使用防止規程（平成１９年１１月１日制定）第９条の規定

に基づき、以下ならびに別表のとおり策定するものである。 

なお、本研究費不正防止計画ならびに別表は、モニタリング等により実際に不正発生の

リスクが顕在化した場合はそれを踏まえて定期的に見直しを図るものとする。 

 

１．西九州大学研究費不正防止計画推進委員会の設置 

西九州大学研究費不正使用防止規程第１０条第１項に基づく不正防止計画を推進する部

署として、西九州大学研究費不正防止計画推進委員会を設置し、その要項を「西九州大学

研究費不正防止計画推進委員会要項」に定める。 

 

２．西九州大学研究費不正防止計画推進委員会は次の各号の事項を審議する。 

（１）研究費不正防止計画運用ガイドラインの策定 

不正を発生させる要因を大学全体に起因するものと個別部局ごとに特有のもの、もし

くは研究者個人の問題・責任に係るものとに分類した上で、具体的な研究費不正防止計

画運用ガイドラインの策定。 

 

（２）物品の購入・納品等確認を明確にする体制の整備 

教育研究上必要な物品購入及び納品等の確認を厳格に実施するための、体制整備。 

 

（３）学生等に支給する賃金・謝金等に関する体制の整備 

勤務実態のない謝金・賃金の請求や、勤務時間の水増し請求などの不正を防止するた

め、学生の履修届、勤務日や勤務時間及び勤務実態等の把握。 

 

（４）旅費の支給に関する体制の整備 

出張の事実がない旅費の請求や、実際の日程よりも長い日程による旅費の請求などの

不正を防止するため、旅行日程や宿泊の有無及び旅行実態等把握。 

 

（５）不正行為を早期発見し是正するための体制の整備 

物品の納品、支払請求等に関する疑問点などに対応するための相談窓口及び契約関係

等に留まらない組織的又は個人的な法令違反行為等に関する通報窓口を活用し、不正行

為を早期発見し是正するための体制の整備。 
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３．外部への公表 

研究費の不正への取り組みに関する本学の方針及び意思決定手続きを公表する。 

 

４．研修の実施 

科学研究費補助金の公募に係る説明会及び新任教職員研修会等を利用して研究費の不正

防止に係る研修を実施する。 

 

５．誓約書等の徴取 

科学研究費補助金その他の競争的資金の交付を受けた職員及び取引業者から、関係ルー

ルを遵守する旨の誓約書等を徴するものとする。 

 

６．内部監査の実施 

最高管理責任者は、学校法人永原学園内部監査規程に定める監査委員長と連携し、研究

費の適正な運用・管理について監査を実施する。 

 

 



「西九州大学における研究費不正防止計画」別表

一般的に想定されるリスク 評価（本学において発生しうるリスク）

(ア)　ルールと実態の乖離(発注権限のない研究者が発注、例外処理
の常態化など)。

・発注に関するルール（発注者・金額）が不明確でないか。周知徹底
が十分なされているか。
・研究者への直接納品や立替払いなど、通常の検収体制がとれない
購入方法が特別な理由なく行われていないか。

・発注権限について研究者へわかりやすく周知する。
・例外的な購入方法を予定している場合は購入申請の段階で理由を
確認する。

(イ)　決裁手続きが複雑で責任の所在が不明確。 ・決裁手続きについて不明確になっていないか。周知徹底はどの部
局にも公平になされているか。

・物品の購入や出張等必要な手続きをわかりやすく周知する。

(ウ)　予算執行の特定の時期への偏り。 ・研究者が予算執行に必要な手続きを十分把握しているか。
・予算執行状況の監視と把握が不十分でないか。

・物品の購入や出張等必要な手続きをわかりやすく周知する。
・会計担当者が予算の執行状況を定期的に確認し、滞りがないかヒア
リングする。

(エ)　業者に対する未払い問題の発生。 ・研究者に提出された納品書、請求書等が会計担当者へ速やかに提
出されているか。
・会計処理が滞り、支払いが遅れていないか。

・書類の提出遅れなどから年度末に業務が集中しないよう計画的か
つ速やかな研究費執行ならびに必要書類の提出を研究者へ促す。

(オ)　競争的資金等が集中している部局・研究室。 ・科研費以外に受託研究費等の研究案件が集中している研究室がな
いか。

・研究業務が集中する恐れがある場合は、近似分野の研究者等が連
携・分担する。
・必要に応じ、非常勤職員等の雇用を行い、業務負担の軽減を図る。

(カ)　取引に対するチェックが不十分（事務部門の取引記録の管理や
業者の選定・情報の管理が不十分）。

・取引実績（どの業者がどの研究室へ納品しているか）を把握できて
いるか。
・取引先業者の選定条件や選定理由が不明確、不適当でないか。

・購入申請時に、誓約書徴取済みの業者であるか、業者の選定理由
が適切か確認する。

(キ)　同一の研究室における、同一業者、同一品目の多頻度取引、特
定の研究室のみでしか取引実績のない業者や特定の研究室との取
引を新規に開始した業者への発注の偏り。

・研究室ごとの取引業者と納品頻度等の把握が不十分でないか。 ・過去の収支簿等から取引状況を確認・把握し、必要であれば同一
分野での取引可能な業者を増やすなど改善を図る。

(ク)　データベース・プログラム・デジタルコンテンツ作成、機器の保
守・点検など、特殊な役務契約に対する検収が不十分。

・役務契約等に対する検収手続きが不明確でないか。
・役務契約等の納品確認が研究者任せとなっていないか。

・検収手続きの流れを明確にし、周知を行う。例外的な扱いが多い研
究室については改善策を講じる。

(ケ)　検収業務やモニタリング等の形骸化（受領印による確認のみ、
事後抽出による現物確認の不徹底など）。

・検収業務の必要性に対する認識が不十分でないか。
・事後抽出による現物確認が不十分でないか。

・検収業務の必要性についての周知を徹底し、研究室による積極的
な協力を促す。

(コ)　業者による納品物品の持ち帰りや納品検収時に納品物品の反
復使用。

・事後抽出による現物確認が不十分でないか。 ・物品の納品・保管場所を研究者へ確認し、事後抽出による現物確
認を行う。

(サ)　非常勤雇用者の勤務状況確認等の雇用管理が研究室任せ。 ・非常勤雇用者の勤務実態の把握が不十分でないか。 ・非常勤雇用者の出勤簿は事務局内で管理し、出勤状況を確認す
る。勤務の締め後は勤務実績表と集金簿の突合確認を行い、必要に
応じ非常勤雇用者へ勤務内容をヒアリングすることで実態把握を行
う。

(シ)　出張の事実確認等が行える手続が不十分（二重払いのチェック
や用務先への確認など）。

・出張の事実を示す証拠書類の提出が徹底されているか。
・書類の２重提出に対するチェック体制が整備されているか。
・必要に応じ用務先への事実確認を行っているか。

・出張用務はデータにより授受及び処理状況を管理し、2重提出を防
止する。
・証拠書類が不十分な場合は、用務先へ事実確認を行う。

(ス）　個人依存度が高い、あるいは閉鎖的な職場環境(特定個人に会
計業務等が集中、特定部署に長い在籍年数、上司の意向に逆らえな
いなど)や、牽制が効きづらい研究環境(発注・検収業務などを研究室
内で処理、孤立した研究環境など)。

・潜在的に発生していないか。 ・統括管理責任者は会計業務が特定の職員に集中しないよう業務を
モニタリングし、在籍年数が長くなれば部署異動や課内業務交換等
を検討する。
・コンプライアンス推進責任者は特定の研究室が孤立していないか注
意を払い、必要に応じ改善策を講じる。

①一般的に想定されるリスクに対する整理と評価
②具体的な不正防止計画
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